
様式第一号

P

去＼

並XA Π三

1 流動

現金 預金

事業 収金

未 金

末収消費税等

たな卸資産

その他の流動資産

貸倒引当金

11 固定資産

1有形固定資産

建 物

構 物築

医療用器械備品

その他の器械備品

リース資産

その他の有形固定資産

2無形固定資産

ソフトウエア

その他の無形固定資産

3その他の資産

前払年金費用

長期前払費用

繰延税金資産

敷金及び差入保証金

科

資産

目

24目

の

貸借対照表

(令和5年3月31日現在)

部

金 額

5,999,948

2,9Π,456

2,910,128

8,019

5,159

104,163

74,656

△ 13,635

1,455,640

1,000,405

3呪,815

840

613,0田

73,404

10,2認

37,421

37,421

417、 813

297、 170

66、 7鮖

器,337

30,510

医療法人番号

流動負債

掛 金買

1年以内返済ヂ定の長期惜人金

未 払 金

未払法人税等

科

負債

舛

の 部

資産

Ⅱ

(単位:千円)

固定負債

長期借入金

役員退職慰労引当金

退職給付引当金

金 額

3,202,013

2,4引,448

舗,4朋

360,451

腿,221

鯛

6,984

43,245

器6,096

1,346,8四

1,認4,9認

14,620

フ,200

負債

フ,455,能9

積立金

設立等積立金

繰越利益積立金

科

計

純資産

目

純資産合計

負債・純資産合計

部

金

4,548,8器

額

2,906,7朋

2,229

2,904,536

2,906,766

フ,4邪,589合計

金
金
金
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1 資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産:最終仕入原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定)

重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記

2 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産(リース資産を除く)
定額法
なお、主な耐用年数は次の通りであります。
建物 3年~50年
構築物 10年
医療用器械備品 4年~10年
その他の器械備品 3年~20年

②無形固定資産(リース資産を除く)
自社利用のソフトウエアにっいて法人内における利用可能期間(5年){こ基づく定額法によって
おります。

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

④投資その他の資産
長期前払費用:定額法

3 引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、債権発生日からの滞留期間等を基準に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当会計年度に負担すべ
き額を計上しております。

③役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、当会計年度末までに発生していると認められる額を
役員退職金規定により計算を行い、計上しております。

④退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務および年金資産の見
込額に基づき、当会計年度末において発生していると認められる額を退職給付引当金およぴ
前払年金費用として計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当会計年度末までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異については、発生時に一括償却しております。



4 消費税及び地方消費税の会計処理の方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
なお、固定資産に係る控除対象外消費税は長期前払費用に計上し、5年間で均等償却を行っており
ます。

5 その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項
①補助対象となる支出が事業費に計上される補助金等にっいては、当該補助対象費用と対応さ
せるため、事業収益に計上しております。
②一契約におけるりース料総額が300万円未満の所有権移転外ファイナンス・リース取引にっい
ては、賃貸借処理によっております。

6 その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項
(1)賃貸借処理をしたファイナンス・リース取引に係るりース料総額及び未経過リース料の当期末
残高

医療用器械備品

科目

(2)退職給付に関する注記
①採用している退職給付制度の概要
当医療法人は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の退職給付制度を採用して
おります。積立型である退職給付企業年金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年
金を支給します。

②確定給付制度
イ.退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 (単位:千円)
退職給付債務の期首残高 845,331

勤務費用 105255

利息費用
数理計算上の差異の当期発生額

車両

その他の器械備品

リース料総額

1,980

6,055

未経過リース料期末残高

退職給付の支払額
期末における退職給付債務

ロ.年金資産の期首残高と期末残高の調整表
期首における年金資産
期待運用益
数理計算上の差異の当期発生額
事業主からの拠出額
退職給付の支払額
期末における年金資産

13,454

(単位:千円)

(3)有形固定資産の減価償却累計額は、2,281,869千円となっております。

330

970

4,659

△ 50,198
△ 60091

1,130,266

840,296

(単イ立千円)
1,074,746

10,587

105,024

△ 60,091



(4)補助金等の内訳、交付者及び貸借対照表等への影響額

杉並区新型コロナウイルス感染症発熱外来

等設置支援事業補助金ほか

東京都新型コロナウイルス感染症医療提供

体制緊急整備事業補助金ほか

内訳

両立支援等助成金(新型コロナウイルス感

染症に関する母性健康管理措置による休

暇制度導入助成金)

災害拠点病院運営協力金ほか

交付者

杉並区

損益計算書

影響額

東京都

合計

厚生労働省

(単位:千円)

64β36

貸借対照表

影響額

1,090,192

その他

435

41,109

1,196,572



様式第二号

去人

P

去＼

ノ並XA川

1 事業損益

A 本来業務事業損益

1 事業収益

2事業費用

事業費

本来業務事業利益

B 附帯業務事業損益

1 事業収益

2事業費用

附帯業務事業損失

事業

"事業外収益

受取利息

その他の事業外収益

Ⅲ事業外費用

支払利息

その他の事業外費用

経 常

IV 特別利益

固定資産売却益

V特別損失

固定資産除却損

税引前当期

法人税住民税

法人税等

当 期 純

町B

科

24吋

(自

損益

令和4年4月1日

目

計算書

至令和5年3月討日)

医療法人番号

金

利 益

17,7晒、 573

796,285

2認,084

額

(単位:千円)

5醍,201

利

18,527,9舵

17,765,573

益

純利

及び事

調整

利

26

110,306

762,328

59,895

能,716

フ,089

66,478

2.821

759,507

4郭

Π0,3詑

443

205,727

27,356

73,568

796,271
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、
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様式第三号

去人

F

去

メA Ⅱ=

r、

(内 訳)

24如

A

財

5,999,948

1,455,餌0B

産 目

(令和5年3月31日現在)

フ,455,589

4,548,8器

C

2,906,766

資

資産

区

D 負債

E

録

純

医療法人番号

資

分

土地及び建物について、該当する欄の口を塗りつぶすこと。

地{口法人所有匝賃借口部分的に法人所有(部分的に賃借D
物(口法人所有■賃借■部分的に法人所有(部分的に賃借D

産

フ,455.認9 千円

4,548.823 千円

2,906,766 千円

(A+ B)

金

(単位:千円)

(C-D)

額

合計

合計

額
額
額産
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